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著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 

JIS C 60695-1（火災危険性試験－電気・電子）の第 1 部の規格群は，次に示す部で構成する。 

JIS C 60695-1-10 第 1-10 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－一般指針 

JIS C 60695-1-11 第 1-11 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－火災危険性アセスメント 

JIS C 60695-1-12 第 1-12 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－火災安全工学 

JIS C 60695-1-20 第 1-20 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－着火性－一般指針 

JIS C 60695-1-30 第 1-30 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－予備選択試験－一般指針 

 



 
 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

日本産業規格（案）       JIS 
 C 60695-1-12：0000 
 (IEC 60695-1-12：2015) 

火災危険性試験－電気・電子－第 1-12 部： 
電気・電子製品の火災危険性評価指針－ 

火災安全工学 
Fire hazard testing-Part 1-12: Guidance for assessing the fire hazard of 

electrotechnical products-Fire safety engineering 
 

序文 

この規格は，2015 年に第 1 版として発行された IEC 60695-1-12 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

火災安全工学 

火災安全工学（FSE: Fire Safety Engineering）は，特定の火災シナリオの分析を通して，又は一連の火災

シナリオに対する危険の定量化を通して，構築された環境における設計の開発又は評価に対する科学的原

則に基づく工学的方法の適用に関係する。これは，原則，a)～e)に記載する火災安全工学の目的を達成する

ためである。 

a) 生命の安全 

b) 財産の保護 

c) 事業の継続 

d) 自然環境の保全 

e) 財産の保全 

火災シナリオの分析は，主に定量的火災試験から得られた入力データを用いた計算に基づいている。 

火災安全工学は，世界中の多くの国及び地域における性能基準による国家火災安全規制の支援策として

次第に用いられてきている分野である。 

多くの国では，純粋な性能基準による規制に追加して，火災安全工学の原則を特定の設計側面に適用す

ることによって，規制を補完している。具体的な設計側面では，費用の削減，代替方法の実施，性能の改

善及び安全性の向上が目的である。 

国際海事機関（IMO）は，船舶の火災安全設計を開発するために，火災安全工学及び ISO 規格を用いて

いる。これらは，規範的な火災安全要求事項に基づく設計の改善策と考えられる。 

定性的及び定量的火災試験 
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多くの標準化された火災試験方法は，試験で測定した材料又は最終製品の性能に関する情報を提供する。

これは，実際の火災シナリオ又は実際の設置方法に，関連する場合と関連しない場合とがある。 

これらの定性的火災試験方法の結果は，“合格”若しくは“不合格”，及び／又は製品若しくは材料のラ

ンク付けとなる。これらの定性的試験の結果は，仕様的な規制の一翼を担っており，電気・電子製品の火

災危険性アセスメントに間接的に利用可能だが，性能準拠設計の直接的な支援策には適していない。 

電気・電子製品のために国際電気標準化会議（IEC）が開発したほとんどの標準化した試験方法は，定

性的火災試験である。これらの火災試験は継続的に維持され，必要な場合には，作成することが国際標準

化機構（ISO）と IEC とで合意されている。これらの規格の使用が仕様的コードに限定されていてもても，

多くのこれらの規格によって得た製品・材料データは，潜在的に火災安全工学の目的に適用可能であるこ

とが認識されている。 

これに対して，定量的な火災試験方法は次第に開発・利用されてきており，これらは火災安全工学計算

に入力可能なデータを提供している。 

様々な定量的火災試験は ISO によって開発されており，そのうちの幾つかは，電気・電子製品の性能を

評価するために用いることが可能である（9.4 参照）。 

1 適用範囲 

この規格は，製品規格の作成のための次の事項を含む一般的な指針を示す。 

－ 火災安全工学の原則及び利用に関する説明 

－ 電気・電子製品の設計における火災安全工学の利用に関する指針 

－ 火災安全工学の用語及びコンセプト 

－ 火災安全工学による評価に必要な，特性，データ及び試験の適用 

－ その他の参考事項 

この規格は，詳細な技術設計ガイドではなく，電気・電子材料，組立品，製品及びシステムの性能設計

及び火災危険性アセスメントで用いるための，火災安全工学の方法及び性能試験の情報について，製品規

格の作成に関する指針を提供することを意図している。火災安全工学に関するより詳細な情報は，ISO/TR 
13387 規格群（箇条 2 及び[1]～[6]参照）及び ISO 23932:2009 に記載されている。 

注記 1 火災安全工学に関するその他の詳細な情報は，ISO 16730[7]，ISO/TS 16732[8]，ISO 16733-1，
ISO 16734[9]，ISO 16735[10]，ISO 16736[11]，ISO 16737[12]及び ISO/TR 16738 に記載されて

いる。 

注記 2 ISO 16734 は ISO 24678-2:2022[39] に，ISO 16735 は ISO 24678-4:2023[40] に，ISO 16736 は

ISO 24678-3:2022[41] に，及び ISO 16737 は ISO 24678-5:2023[42]に移行している。 

この規格は，基本安全として，IEC Guide 104 及び JIS Z 8051 に記載されている原則に従って，製品規

格の作成に用いることを意図している。 

この規格の要求事項，試験方法又は試験条件は，製品規格に明確に引用され，又は含まれる場合に，適

用される。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 60695-1-12:2015 ， Fire hazard testing － Part 1-12: Guidance for assessing the fire hazard of 
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electrotechnical products－Fire safety engineering（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格のうち，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その

後の改正版（追補を含む。）は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を含む。）

を適用する。 

JIS C 60695-1-10 火災危険性試験－電気・電子－第 1-10 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針

－一般指針 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-1-10，Fire hazard testing－Part 1-10: Guidance for 

assessing the fire hazard of electrotechnical products－General guidelines 

JIS C 60695-1-11 火災危険性試験－電気・電子－第 1-11 部：電気・電子製品の火災危険性評価指針－

火災危険性アセスメント 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-1-11，Fire hazard testing－Part 1-11: Guidance for 

assessing the fire hazard of electrotechnical products－Fire hazard assessment 

JIS C 60695-4 火災危険性試験－電気・電子－第 4 部：電気・電子製品のための火災危険性試験用語 

注記 1 対応国際規格における引用規格：IEC 60695-4，Fire hazard testing－Part 4: Terminology 
concerning fire tests for electrotechnical products 

注記 2 JIS C 60695-4 の附属書 JA は，ISO 13943:2017 で規定する用語及び定義を示している。こ

のため，対応国際規格に引用規格として記載されている“ISO 13943:2008”は削除した。 

JIS Z 8051 安全側面－規格への導入指針 
注記 対応国際規格における引用規格：ISO/IEC Guide 51，Safety aspects－Guidelines for their 

inclusion in standards 

IEC Guide 104，The preparation of safety publications and the use of basic safety publications and group safety 
publications 

ISO/TR 13387-2，Fire safety engineering－Part 2: Design fire scenarios and design fires 

ISO/TR 13387-8，Fire safety engineering－Part 8: Life safety: Occupant behaviour, location and condition 

ISO 16733-1，Fire safety engineering－Selection of design fire scenarios and design fires－Part 1: Selection of 
design fire scenarios 

注記 対応国際規格における引用規格は，ISO 16733 であるが，2015 年に ISO 16733-1，2021 年に

ISO/TS 16733-2として分割発行されており，この規格では該当する ISO 16733-1を引用した。 
ISO/TR 16738，Fire safety engineering－Technical information on methods for evaluating behaviour and 

movement of people 

ISO/TR 17252:2008，Fire tests－Applicability of reaction to fire tests to fire modelling and fire safety 
engineering 

ISO 23932:2009，Fire safety engineering－General principles 
注記 対応国際規格における引用規格の ISO 23932:2009 は，2018 年に ISO 23932-1 に，2020 年に

ISO/TR 23932-2 として分割発行されているが，この規格では ISO 23932:2009 を引用した。 
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3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS C 60695-4 による。 

3.1 
吸収率（absorptivity） 

吸収された放射熱流束と入射した放射伝熱熱流束との比率 

注釈 1 吸収率は，無次元である。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.2） 

3.2 
能動的防火（active fire protection） 

ある程度の行動及び／又は対応を必要とする，火災の検出及び／又は抑制によって，火災，熱又は煙の

拡大及び影響を低減又は防止する方法 

注釈 1 火災への薬剤（例えば，ハロンガス又は水スプレー）の適用，又は換気及び／若しくは換気の

制御 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.6） 

3.3 
有効安全避難時間，ASET（available safe escape time，ASET） 

人が，着火から安全避難場所又は安全場所へ避難するための有効な行動ができなくなる状態に至るまで

の算出された時間間隔 

注釈 1 着火の時間は，例えば，火災モデル又は火災試験の場合には既知であるが，検知時間から遡っ

て想定する場合もある。着火時間を決める根拠は，示す必要がある。 

注釈 2 この定義では，行動不能と脱出失敗とを同じものとしている。これ以外の ASET の判断基準も

可能である。この定義に代わる判断基準を選定する場合は，そのことを示す必要がある。 

注釈 3 火災にあった人の ASET は，その人の個性によって異なることもある。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.26） 

3.4 
構築された環境（built environment） 

建築物又はその他の構造物 

例 海洋構造物，トンネル，橋及び鉱山のような公共構造物，車両及び船舶のような輸送手段などがあ

る。 

注釈 1 ISO 6707-1[13]には，構築された環境に関連した概念を定義するための多くの用語及び定義があ

る。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.32） 

3.5 
圧縮強さ（compressive strength） 

材料が破断する瞬間に受ける最大の一軸圧縮応力 

3.6 
密度（density） 

単位体積当たりの質量 
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3.7 
設計火災（design fire） 

設計火災シナリオの中で，想定する火災の性状の定量的な記述 

注釈 1 設計火災は，代表的には，発熱速度，炎の広がり速度，発煙速度，毒性ガスの生成速度，温度

などの重要な火災の変数の時間変化を理想化して記載したものである。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.77） 

3.8 
設計火災シナリオ（design fire scenario） 

決定論的な火災安全工学による解析が行われる規定の火災シナリオ 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.78） 

3.9 
放射率（emissivity） 

同一温度で，黒体放射源から放射される放射量に対する，ある放射源から放射される放射量の比 

注釈 1 放射率は，無次元である。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.89） 

3.10 
環境（environment） 

火災にさらされた物又は人の挙動に影響を及ぼす可能性のある状態及び周辺状況 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.95） 

3.11 
避難（escape） 

安全避難場所又は安全場所に到達するために取る有効な行動 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.99） 

3.12 
火災減衰（fire decay） 

火災が最大強度に達した後の，火災の発熱速度及び温度が低下していく火災の発達段階 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.122） 

3.13 
燃焼放出物（fire effluent） 

燃焼又は熱分解によって環境に排出される気体状，エアロゾル状及び浮遊する全ての放出物 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.123） 

3.14 
火災成長（fire growth） 

火災の発熱速度及び温度が上昇している火災の発達段階 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.129） 

3.15 
火災危険性（fire hazard） 

火災によって危害が生じる可能性 

注釈 1 火災危険性は，火災による望ましくない結果を生じる可能性がある物理的な対象物又は状態を
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指すことがある。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.131） 

3.16 
火災危険性アセスメント（fire hazard assessment） 

火災の考えられる原因，その後の火災成長の可能性及び性質，並びに火災の考えられる結果の評価 

注釈 1 火災危険性アセスメントの他の定義は，現在又は予測される火災安全対策（の範囲）との関係

を具体的に指摘することである。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.132） 

3.17 
火災モデル，火災シミュレーション（fire model，fire simulation） 

火災の力学動態及び火災の影響も含む，火災の発達の過程及び体系を記述する計算方法 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.136） 

3.18 
耐火性（fire resistance） 

規定の時間，火災に耐える，又は防護を与えることができる試験試料の能力 

注釈 1 標準火災試験において耐火性を判定する代表的な基準は，火災保全性，耐火安定性及び断熱で

ある。 

注釈 2 “耐火性の（Fire resistant）”という形容詞は，耐火性能を示す。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.141） 

3.19 
火災安全設計（fire safety design） 

火災安全目標を満たすことを目的として構築された環境の開発の定量的説明 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.148） 

3.20 
火災安全工学（fire safety engineering） 

火災シナリオの解析又は火災シナリオの組合せにおける火災リスクの定量化に基づく，構築された環境

の開発及び設計のための工学的方法 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.149） 

3.21 
火災安全目標（fire-safety objective） 

構築された環境の基本的な特質に関連した火災に対する望ましい結果 

注釈 1 本質的な側面は，通常，生命の安全，財産の保全，操業の継続性，環境の保護及び遺産の保存

の課題に関係する。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.151） 

3.22 
火災シナリオ（fire scenario） 

検討対象の火災を特徴付け，その火災を他の可能な火災と区別する主要な事象を特定することによっ

て，火災の時間に沿った経過の定量的な説明 

注釈 1 火災シナリオは，通常，着火及び火災成長プロセス，火盛り期火災段階，火災減衰段階，並び
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に環境に加えて，火災の過程に影響を与えるシステムを定義する。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.152，注釈 1 及び注釈 3 を削除） 

3.23 
火災試験（fire test） 

火災挙動を測定する試験，又は対象物を火にさらす試験 

注釈 1 火災試験の結果は，試験試料の火災過酷性の定量化，又は耐火性若しくは火災反応（3.324）の

決定のために用いることが可能である。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.157） 

3.24 
炎の広がり（flame spread） 

炎の前線が伝ぱ（播）する現象 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.168） 

3.25 
火盛り期火災（fully developed fire） 

可燃物全体が燃焼状態にある火災の状態 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.192） 

3.26 
燃焼熱（heat of combustion） 
推奨しない用語：潜在熱量，熱量値 

ある物質の単位質量が燃焼することによって生じる熱量 

注釈 1 代表的な単位：kJ･g－1 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.203） 

3.27 
気化熱（heat of gasification） 

与えられた温度において，単位質量の材料を凝縮相から気相に変化させるために必要な熱エネルギー 

注釈 1 代表的な単位：kJ･g－1 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.204） 

3.28 
発熱量（heat release） 

燃焼によって生成する熱エネルギー 

注釈 1 代表的な単位：J 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.205） 

3.29 
発熱速度（heat release rate） 
推奨しない用語：燃焼速度 

燃焼によって単位時間当たりに生成する熱エネルギー 

注釈 1 代表的な単位：W 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.206） 

3.30 
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着火（ignition） 
＜一般＞ 燃焼が開始すること 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.217） 

3.31 
弾性率（modulus of elasticity） 

材料の弾性範囲，すなわちフックの法則が適用される範囲における応力とひずみとの比 

3.32 
受動的防火（passive fire protection） 

設計及び／又は材料の適切な使用によって，火，熱又は煙の拡散及び影響を低減又は防止するために用

い，検出及び／又は検出に伴う起動を必要としない方法 

例 1 固有の耐火性を備えた材料で造られた壁，床，ドア，その他のバリアを用いた空間を分割する。 

例 2 火災挙動に優れた材料の使用 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.293，注釈 1 を削除） 

3.33 
性能基準（performance criteria） 

構築された環境の設計の安全性を評価するための，許容可能な基礎を形成する定量的基準 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.294，注釈 1 を削除） 

3.34 
性能準拠設計（performance-based design） 

規定の目標及び受入基準を達成することを目指した設計 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.295） 

3.35 
性能準拠規則（performance-based regulation） 

性能基準への適合を求める規則 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.296） 

3.36 
仕様的規則（prescriptive regulation） 

適合するための手段及びアプローチが完全に又はほとんど指定されている規則 

注釈 1 仕様的規則は，到達すべき全体的な結果よりも構成要素の危険性に焦点を当てるため，仕様的

規則は性能準拠規則よりも自由度が低い。 

注釈 2 多くの火災試験は器用的規則へ情報を与えるために開発された。それらの試験は，単純に合否

判定基準に基づいており，火災安全技術へ情報を与えることには適してない。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.311，注釈 1 及び注釈 2 を追加） 

3.37 
定性的火災試験（qualitative fire test） 

次のいずれかである火災試験 

a) 合否判定試験 

b) 性能の順位付けにおける順位位置を決定することによって，試験試料の挙動を分類する試験 
（出典：JIS C 60695-4 の 3.2.16） 
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3.38 
定量的火災試験（quantitative fire test） 

試験試料の試験条件が製品の使用状況に基づいている又は関連性があり，明確に定義された用語で表現

され，かつ，合理的な科学単位を用いたパラメータを測定し，火災リスクの定量的評価に使用可能な火災

試験 
（出典：JIS C 60695-4 の 3.2.17） 

3.39 
火災反応（reaction to fire） 

火災試験において，規定の試験条件で火にさらした場合の，試験試料の挙動 

注釈 1 耐火性は，特殊なケースとみなされ，通常は“火災反応”の一特性とはみなさない。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.324） 

3.40 
必要安全避難時間，RSET（required safe escape time，RSET） 

個々の在館者が，着火時にい（居）る場所から安全避難場所又は安全場所へ移動するために必要な計算

された時間 

注釈 1 有効安全避難時間（3.3）参照。 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.330） 

3.41 
煙（smoke） 

燃焼放出物の可視部分 
（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.347） 

3.42 
比熱容量（specific heat capacity） 

単位質量当たりの熱容量 

注釈 1 代表的な単位：J･g－1･K－1 

（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.359） 

3.43 
熱伝導率（thermal conductivity） 

熱が物体内を伝わる速度の指標 

注釈 1 k＝(Q·d)/(A·t·θ) 

ここで，k： 熱伝導率 

 t： 熱量が流れる時間 

 A： 熱量が流れる材料の断面積 

 d： 熱量が流れる材料の厚さ 

 Q： 材料（断面積 A及び厚さ d）に，時間 tの間に流れる熱量 

 θ： 材料内の両面間の温度差 

注釈 2 代表的な単位：W･m－1･K－1 

（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.385） 

3.44 
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熱慣性（thermal inertia） 
熱伝導率（W･m－1･K－1），密度（kg･m－3）及び比熱容量（J･g－1･K－1）の積 

例 鋼の熱慣性は，2.3×108（J2･s－1･m－4･K－2）である。発泡スチロールの熱慣性は，1.4×103（J2･s－1･

m－4･K－2）である。 

注釈 1 材料が熱流束にさらされた場合，表面温度の上昇率は，材料の熱慣性の値に強く依存する。熱

慣性が小さい材料の表面温度は，加熱すると比較的急速に上昇し，その逆も同様である。 

注釈 2 代表的な単位：J2･s－1･m－4･K－2 

（出典：JIS C 60695-4 の附属書 JA の 3.389） 

3.45 
横方向の曲げ強さ（transverse flexural strength） 

3 点試験法を用いて測定した場合の材料の破断時の最大応力 

3.46 
引張強度（ultimate tensile strength） 

一軸引張試験中に材料が受ける最大引張応力 

4 火災安全工学のプロセス 

4.1 一般 

火災安全工学は，科学的原理を用いて，定義された火災安全工学の目的を達成するために構築した環境

内の物体及び構造物の設計，実装及び保守を可能にするように開発され，現在も開発が継続されている。

これを実施するために，定量的火災試験が，必要な計算のための入力データを提供している。 

構築した環境における大規模プロジェクトに適用する場合，火災安全工学のプロセスは複雑かつ包括的

である。このような火災安全工学のプロセスを示すフローチャートを図 1 に示す。 

このプロセスは，恐らく，建築設計，構造設計，換気，配管，電気設備など，多くの異なる課題を包含

する。したがって，電気・電子製品の火災安全は，はるかに大きなプロセスの一つの側面にすぎない。 

火災安全工学は，目標とする安全性が仕様的要求事項によっては適切に実現できない場合に用いること

が望ましく，仕様的要求事項と並行して用いることも可能であり，例えば，科学的観点からそのような仕

様的要求事項が有効であることを支援したり，製品の火災安全性を更に向上させるために用いることも可

能である。 

4.2 火災安全工学計算 

火災安全工学の計算は，単純な方程式の解から，非常に複雑なコンピューター・モデルにまで及ぶ。例

えば，スプリンクラー装置の配管の寸法を計算するために用いることが可能であり，高温における材料特

性，火災で到達する予測温度，及び加えられる荷重に関する情報によって，はり（梁）又は柱のような荷

重支持構成部材の構造応答を計算するために用いることも可能である。 

統合されたコンピューター・プログラムの使用を必要とするレベルでは，これらの計算は，状況の定義，

製品設計及び構造，火災シナリオ，並びに結果として生じる危険度に従って規定する火災における生命安

全影響の評価に適用することが可能である。 
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電気・電子製品の場合は，電気ケーブルの火災の成長，炎の広がり，煙及び有毒ガス発生の定量化され

たデータを用いて，構築した環境内のケーブル火災に関連する火災リスク及び人の行動を評価する。 

注記 ルンド大学[14]の研究は，二つの異なったケーブル敷設状況における様々な火災シナリオ及び避

難手段を考慮して，室内装備した建築物での脱出プロセスをシミュレートした。材料特性が大き

く異なるケーブルを選んだが，必ずしも実際に設置されたケーブルを代表するものではなかった。

この研究は，避難手段又は室内装備の影響の実際的な選択研究ではなく，モデリング・ツール（シ

ミュレーション及び FSE アプローチ）の能力を示すことを目的とした。 

より戦略的なレベルでは，火災安全工学は，一連の試験及び手法を用いることによって，様々に異なっ

た火災シナリオへ適用することが可能である。コンピューター火災モデルは，複数の火災シナリオにわた

る火災挙動をシミュレートする 4 次元アニメーション（時空間）及び構造応答を備える形で，開発された

（例えば，[15]を参照）。 

4.3 試験方法の妥当性 

火災安全工学のプロセスは，工学教科書及び技術文献に記載されているように，広く受け入れられてい

る方法，経験的データ，計算，相関関係，並びにコンピューター・モデルを組み込んだ火災科学及び工学

の実践に基づくことが望ましい。特定の火災安全設計で使用可能な技術リソースは多数存在する。したが

って，火災安全技術者及び設計チームの構成員が，特定の用途で用いる情報及び方法論の利用可能性を判

断することが非常に重要である。 

リソースの妥当性を判断する場合には，リソースが開発され，検証され，妥当性が確認されたプロセス

を知ることが役に立つ。例えば，多くの規則及び規格は，認知された専門家団体，規則作成機関，及び政

府機関による開かれた合意形成のプロセスの下で開発されている。他の技術的参考文献は，多くの入手可

能な技術及び工学雑誌の査読のプロセスの対象である。工学ハンドブック及び教科書は，広く認識され，

技術的に有効な情報及び計算方法を提供している。 

有用な参考文献を，[14]～[24]に示す。 
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（ISO 23932:2009 の図 1 から引用） 

図 1－構築した環境の主要プロジェクトに適用する火災安全工学プロセスの例を示すフローチャート 

5 火災安全工学の利点 

火災安全工学の利点には，a)～p)が含まれる。 

a) 製品を更に安全なものにするために，定量的・科学的な原則に基づき設計する。 

b) 空港ターミナル，列車駅，輸送車両，スタジアム，コンベンションセンター，高層ビル，橋りょう（梁），

発電プラント，大きい吹き抜け構造物など，現在入手可能な規定試験，技術指導だけでは最適設計が

できないような大きさ及び複雑さをもつ主要プロジェクトの性能に基づく設計の重要な要素を形成す

る。 

c) 設計者が火災安全設計に対する構造化されたアプローチに従うことを原則とする。 

d) 構造，建築物，在館者状況及び区画の多様な設計が，安全水準をどのように満たすかを比較検討する

ことが可能かを決定する。 

e) 規制・規則の起草者が情報の一貫性を向上させ，旧式な手法を正当に排除することを可能にする。 

f) 同等の保護レベルを提供するような構造変更のための規則を定めることを可能にする。 

g) 同等の安全水準を維持しながら，能動的及び受動的な防火のバランスの変化を可能にする。 

h) 仕様的な規制・規則に基づく設計決定を支援するデータを提供する。 

i) 安全水準を維持しながら，複雑な構造物の費用対効果のより高い設計を容易にする。 

j) 保険引受の合理化を可能にする。 

k) 生命の安全及び財産又は事業の損失に大きな影響を与える火災の更なる研究テーマを抽出する。 

l) 電気・電子製品，建築製品，建築設計，交通システム，建築用途，及び建築内容の変革の障害物を取

火災安全事業の適用範囲の定義 

目的，要求事項及び性能基準の抽出 

設計計画の実行 
設計火災シナリオ・挙動シナリオ

の選択 

工学的手法の選択 

火災安全設計試案の評価 

いいえ 
性能基準は満た

されているか 

はい 

最終プロジェクト報告 

危険源の識別 

火災安全設計案の記載 
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り除く。 

m) 火災安全設計の最先端技術の専門家による習得及び維持を可能にする。 

n) 火災に関するデータを得るための新火災試験・新手法の開発を支援する。 

o) 仕様的要求事項及び規制から性能に基づく要求事項・規制への変更を支援する。 

p) 将来の意図した機能及び利用の変化を考慮した，建設段階を含む全ライフサイクルにわたる構造，建

築物，在館者及び区画の火災安全の管理を支援する。 

より詳細なレベルでは，火災安全工学の利点が多い。例えば，良好な火災安全マネジメント及び訓練を

実施した場合，火災件数を減らし，避難の効率を向上させることが可能になる。この場合も，人命安全，

火災による損失の低減及び機能継続性に最大の効果をもたらす能動的及び受動的な火災保護対策を特定す

ることが可能であり，費用対効果の評価とともに，これらの便益を達成することも可能である。 

6 目的，要求事項及び性能 

6.1 火災安全工学の目的 

6.1.1 一般 

全ての関心をもつ及び影響を受ける関係者が理解可能な，火災安全性固有の目的を定義する必要がある。 

この目的では，通常，6.1.2～6.1.6 に規定する対象のうちの一つ以上を扱う。 

6.1.2 生命の安全 

生命の安全の目的は，一般に影響を受ける可能性のある人及び動物に対する一定の被害を軽減又は回避

するために，要求事項の観点で表わす。火災からの人の避難では，一般に“有効安全避難時間，ASET”（3.3）
及び“必要安全避難時間，RSET”（3.40）の算出によって，生命の安全が推定される。ASET は，RSET に

安全マージンを加えた値よりも長くすることが望ましい。 

目的は，一般的には，火災の発生の可能性を低減及び／若しくは遅らせるため，並びに／又は発生した

場合に火災の影響を低減及び／若しくは遅らせるために，設計要求事項及び装置又は他の製品に関する要

求事項に関して記載することである。 

6.1.3 財産の保全 

財産の保全の目的は，一般的には，構築した環境のダメージ及び内容物のダメージの両方を減らすか，

又は回避することである。 

6.1.4 作動の継続性 

作動の継続性に関わる目的は，一般的には，作動が中断される時間を短縮することを目指すが，a)及び

b)の点についても示すことが可能である。 

a) 特定のプロセスの安全性に必要な機能の継続性 

b) 市場シェア及び雇用機会の喪失など，作動の中断による経済的損失 

6.1.5 自然環境の保全 

自然環境の保全に関わる目的は，一般的には，火災が自然環境の質に及ぼす即時的及び長期的な影響を
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低減又は回避することを目指している。自然環境に直接的に深刻な長期的影響を及ぼす火災は稀であるが，

例としては，大規模な海洋汚染を引き起こす石油タンカー及び海洋の火災，又は大形の電力変圧器，並び

に絶縁液体から大量の燃焼放出物流出を伴う可能性のある変電所の火災がある。より一般的には，消火活

動における汚染水流出の影響が挙げられる。 

6.1.6 遺産の保全 

遺産の保全の目的は，一般的には，保全の価値が真の意味で経済的には測れない対象の損失及び変質を

回避しようとすることである。これらのかけがえのない物体は，一般に古くて独特のものであり，文化的

又は他の象徴的な意義をもっている。 

6.2 機能要求事項 

それぞれの火災安全工学の目的は，その目的を満足させるために必要な一つ以上の機能要求事項に関連

付けることが望ましい。 

幾つかの例は，次のとおり。 

・ 火災発生区画を越えた炎の広がりに対する耐性の規定 

・ 煙の発生及び換気システムによる煙の動きの制御の規定 

・ 有効安全避難時間（ASET）の規定 

・ 重要な電気回路の耐火時間の仕様によって，在館者の避難が完了するまでの間，電力の損失がない。 

・ 在館者の避難が完了するまでの公共安全通信サービスの維持 

6.3 性能基準 

6.3.1 一般 

性能基準とは，明示的又は暗示的に表すことが可能な定量的な工学的な値である。それらは信頼性及び

有効性の両方に対処することが望ましい。 

6.3.2 明示的性能基準 

明示的性能基準の例には，規定する火災の期間に暴露した後の，視界のような値，又は窒息性毒性の燃

焼放出物ガスの暴露当量が含まれる。別の例は，電気・電子機器が，規定する火災の期間にさらされた後

も，設計どおりに機能し続けるかどうかが挙げられる。 

定量的火災試験は，明示的性能基準を提供するために用いる。定量的火災試験は，a)～c)の特性をもつこ

とが望ましい。 

a) 試験は，製品の使用状況，すなわち，意図した実使用状態，予見可能な異常使用状態を考慮に入れる

ことが望ましい。これは，1 組の状況下で危険となり得る火災の状態が，別の状況下では，必ずしも

同一の脅威をもたらすとはいえないからである。 

b) 試験結果を，燃焼放出物の有害な影響，すなわち，関連する最終使用状況における人及び／又は財産

に対する，熱的及び有害ガスの脅威に関連付けることが望ましい。これによって，火災安全性との関

連は明確ではない恣意的な又はゆがんだ性能尺度の作成を回避することが可能である。 

c) 通常，実火災の影響には複数の要因の寄与があることを認識し，試験結果を明確に定義された用語で

表現し，合理的な科学単位を用いて表すことが望ましい。これによって，総合的な火災影響に対する

製品の寄与を定量的に評価し，他の製品の寄与と比較することが可能となる。 
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定性的及び定量的火災試験の適切な使用に関する指針は，JIS C 60695-1-10 に示されている。 

6.3.3 暗示的性能基準 

暗示的性能基準は，仕様規定に基づいており，既知の性能の統計，又は既知の性能から推定する計算に

よる予測に依存している。 

7 設計火災シナリオ・設計火災 

7.1 設計火災シナリオ 

設計火災シナリオは，要求事項を満足することが可能かを決定するために構築する。このようなシナリ

オには，通常，危険源の識別，危険源を伴う火災を開始する事象の記載，火災の影響を防止，管理又は制

限するための保護対策の有効性，及び火災の物理的影響が含まれる。 

設計火災シナリオ例の一覧は，ISO/TR 17252:2008（表 1 参照）に示されている。また，設計火災シナリ

オの更なる詳細は，ISO 16733-1 及び ISO/TR 13387-2 による。 
表 1－設計火災シナリオの例 

（ISO/TR 17252:2008 に基づく） 

設計火災シナリオ 
部屋の火災（角，天井，壁，床） 
階段の火災 
単品火災（家具，古紙かご，建具類） 
発達する火災 
ケーブル布設部材内のケーブル火災 
屋根火災（下側） 
隙間火災（壁面，ファサード，プレナム） 
地下輸送システムの火災 
放火（内部及び外部） 
隣接建築火災 
外部燃料パッケージの火災 
屋根上の火災 
ファサード火災 
地下火災 
森林火災及び野生火災 
トンネル内の火災 

 

電線火災の特殊事例として，広範囲のケーブルを評価するために火災安全工学の原理を用いた FIPEC 研

究 [24] がある。ヨーロッパでの適用の審査が実施され，それによって，発電所，車両（列車，船舶及び航

空機），トンネル，及びそれらの在館者に関する研究のための主要なシナリオが特定された。次いで，主要

な燃焼物の設置シナリオを表すために，多くの設計火災シナリオが特定された。これらは，水平及び垂直

の構成に分割し，隣接する表面（壁，床又は天井）からの温度フィードバックがあるかどうかに応じて，

さらに場合分けされた。 

7.2 設計火災 

設計火災シナリオの同定に続いて，計算の基礎となる火災の性状を記載する。これらの仮定火災特性を
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“設計火災”と呼ぶ。 

設計火災は，例えば 3 kW のように定義する火災強度，及び例えば 5 分間というように定義する火災時

間など，極めて簡単な場合もあるが，実際にはより複雑な規定である可能性が高い。火災の成長は，時間

二乗形式（つまり，発熱速度は経過時間の 2 乗に比例する）に仮定されることが多く，完全に発達した火

災段階及び火災衰退段階のような他の火災段階の影響をモデル化する必要な場合もある。 

設計火災の詳細は，ISO 16733-1 及び ISO/TR 13387-2 による。 

8 火災安全工学データ 

火災シナリオは，可能な限り正確に記載することが望ましい。この記載には，火災が起こると想定され

る場所の容積，可燃物（燃料）の存在，火災検知及び火災抑制に関する必要な情報，並びに火災時に想定

される行動に関する全てが含まれる。 

必要な計算を実施するために必要なデータを入手した場合には，それらの計算の精度，偏り及び信頼性

の水準，並びにその結果としての火災安全工学研究が最終目的を満たすことを，確認することが望ましい。 

これらのデータの幾つかは，次に示す火災安全工学要素に関係している。 

• 全ポテンシャル燃料の燃焼熱 

• 火災反応特性 

• 耐火性特性 

• 火災影響製品と火災検知システム，火災抑制システム及び換気システムとの相互作用 

• 燃焼放出物の発生，移動，沈着及び分散 

• 安全装置，構造物，人（最初の対応者，消火活動者を含む。）及び環境への影響 

火災安全工学に関連するの幾つかの物理化学的パラメータは，IEC 規格及び ISO 規格手順に従って，非

火災条件下で測定することが可能である。重要なパラメータを次に示す。 

• 密度 

• 熱容量 

• 比熱容量 

• 熱伝導率 

• 吸収率及び放射率 

• 気化熱 

• 熱慣性 

• 弾性率 

• 横方向の曲げ強さ 

• 圧縮強さ 

• 引張強度 

注記 パラメータの中には，温度に依存するものがあり，その結果，温度に対するパラメータの変動を

知る必要がしばしばある。 

人間の行動に関するデータは，ISO/TR 16738 及び ISO/TR 13387-8 で議論されている。 



17 
C 60695-1-12：0000 (IEC 60695-1-12：2015) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

9 電気・電子製品に関する試験 

9.1 一般 

火災安全工学に用いる電気・電子製品に関するいずれの物理的又は化学的試験も，予測方法の利用を通

じて“使用中”の電気・電子製品の性能を評価することを可能にするために，適切なデータを提供するこ

とが望ましい。 

適切なデータは，次による。 

• 火災試験における電気・電子製品の性能は，既知の管理された火災暴露に関して，適切な時間間隔で

測定し，定量的な単位によって提供する。 

• 暴露状況は，定量的な形で提供し，火災シナリオ，並びに実際の設置及び使用方法を代表していなけ

ればならない。 

• 試験における主要な熱的，化学的及び物理的プロセスは，理論的な妥当性を確認し，モデル化するこ

とが可能なことを十分に理解し，規定する。 

• 試験の特定条件での電気・電子製品の性能は，予測方法によって，“使用中”の動作を代表する設計環

境の性能に変換可能でなければならない。 

9.2 火災試験における判定条件 

暴露状況は，設計火災シナリオ及び設計火災を参考に決定することが望ましい。火災安全工学の考え方

の基礎要点は，全ての製品が，設計火災に変化があるとしても，同じ設計火災状態及びシナリオに対して

一貫した方法で評価されることが望ましい。仕様的コードでよく用いる単一の合否基準とは対照的に，火

災安全工学による評価は，理想的には，設計火災の全期間にわたって，電気・電子製品に関する連続する

又は複数の時点での対火災応答データ収集を含むことが望ましい。 

9.3 電気・電子製品の評価 

9.3.1 火災の着火源としての電気・電子製品 

当該製品の着火に関しては，火災安全工学計算に入力するデータは，履歴データの統計分析に基づく発

火確率，及びその後の初期火災拡大の性質に関するデータという形で提供される。現在，電気・電子製品

が発火源となる火災シナリオから定量的な火災拡大データは得られていない。この規格では，このような

データを収集して利用可能にすることを推奨している。 

電気・電子製品によって引き起こされる火災の確率の評価を含む GOST 規格[38]がある 

注記 対応国際規格に記載の GOST 規格の例を示す附属書 A（参考）は，我が国では適用されないため

削除している。 

電気・電子製品の着火は，電気的に通電された構成部品によって引き起こされる可能性があり，着火を

引き起こす可能性のある状態は，異常な温度上昇，短絡，偶発的なアーク若しくは火花，又は瞬間的な高

いピーク電流の 4 種類である。表 2 に，このような現象の起こる可能性がある原因，及び起こる可能性が

ある結果の影響を列挙する。 

火災安全工学的計算では，より大きな製品内の構成要素としての電気・電子製品の材料又は部品からの

火災の成長，さらに，電気・電子製品から周囲の環境，例えば，職場又は居住の領域で用いるコンピュー
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タ，テレビジョン受像器又は洗濯器のような家庭用又は事務用機器への火災進展に関連する場合がある。 

9.3.2 火災の被災物としての電気・電子製品 

電気・電子製品をその外部の火災の被災物とみなす場合，火災安全工学のプロセスは，いかなる材料又

は製品についても同様である。ただし，外部火災の影響は，成長する火災に追加のエネルギーを投入する

ことになる電気的故障を引き起こす可能性があり，この可能性を考慮する必要がある。 

評価は，建築物，輸送手段又は装置，コンピュータ・ネットワーク，又は構築された環境内のより大き

な構成物の一部として考えられる電気・電子製品を含むことがある。例えば，ケーブルトレイ若しくは敷

設空間の隠れた空間，電気通信クローゼット，データ・センター，変圧器きょう（筐）体，又は電力ケー

ブル・ヒューズパネル内の電力若しくは通信ケーブル配線が含まれる。 

9.4 試験の選択及び／又は開発 

多くの現行の ISO 及び IEC の火災試験は，仕様的コード及び規格のための入力を提供するために開発

されたものであり，定性的な火災試験である。その内の幾つかは，火災安全工学への入力のためのデータ

を提供するのに適応する可能性がある。ISO 及び IEC の今後の作業は，予め規定した単一点合否基準では

なく，火災の成長，耐火性及び脱出までの時間経過における評価に大きく焦点を当てた火災安全工学及び

性能に基づく規則に対するデータ入力の需要を満たすために，既存の試験を継続して適応させるか，又は

新しい試験を開発することである。火災安全工学のための入力データ・セットは，一般的に時間的に連続

的又は複数の時点におけるものであり，時間に依存し，選択された設計火災シナリオに直接関連付けるこ

とが可能である。 

種々の定量的火災試験が ISO によって開発されている。 

注記 1 試験の例は，ISO 5658[25]，ISO 5660[26]，ISO 9239[27]，ISO 9705[28]，ISO 12136[29]，ISO 
12949[30]，ISO 14696[31]，ISO/TS 17431[32]及び ISO 24473[33]である。 

シナリオベースの定量防火性能試験も開発されている。 

注記 2 試験の例は，ISO 13784[34]，ISO 13785[35]，ISO 20632[36]及び ISO 22269[37]である。 

注記 3 14 の ISO 火災反応試験は，ISO/TR 17252:2008 において，火災のモデル化及び火災安全工学へ

の適用可能性に関して評価されている。 
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表 2－電気・電子製品の一般的な着火現象 
（JIS C 60695-1-10 に基づく） 

現象 a)，b) 原因 結果 
異常な温度上昇（上の三

つ以外の原因で引き起こ

されるもの） 
注記 1 製品によって

は，通常の稼働

においても，熱

を放出する。 

導体内の過電流 
不完全な接触 
漏れ電流（絶縁不良及び発熱） 
構成部品，内部部品又は関連するシステム

（例えば，換気システム）の故障 
電気的な接触又は絶縁システムの状態を

変え得る物理的な変形 
モータ軸のか（噛）み（回転子の拘束） 
急激な熱的劣化 

防護装置 c)の不作動（特別な防護の場合は除

く）。防護装置は，遅れて作動することもあ

る。 
温度上昇はゆっくり進行する。したがって，

製品内の熱及び熱による生成物の蓄積は，

発火した場合に容易に火災を引き起こす。 
特に密閉した製品では，可燃性ガスの蓄積

は，発火又は爆発を引き起こす。 
モータ軸の固着（回転子の拘束）は，モータ

巻線の過熱によるくすぶり及び発火を引き

起こす。 
回路短絡 潜在的な要因による電流回路の接触（ター

ミナルの緩み，導体の脱落，他の導電性物

質の混入など） 
絶縁インピーダンスの変化を引き起こす

部品の劣化 
構成部品又は内部部品の突然の故障 

防護装置 c)は，常に作動するとは限らない。 
部分的には，短時間でも温度上昇は大きい。 
可視光，煙，可燃性ガス及び火災が発生する

可能性がある。 
周辺部品が局所的に発火する可能性があ

る。 
赤熱した材料が落下する可能性がある。 

偶発的なアーク及びスパ

ーク 
注記 2 製品によって

は，通常の稼働

においてもア

ーク又はスパ

ークを発生す

る。 

製品外部からの要因（例えば，システム・

ネットワークの過電圧，導電部品への突発

的機械的作用など） 
内部的要因（オン・オフ切り替え部分にお

ける部品の劣化又は水分の浸入） 
構成部品又は内部部品の突然の故障 

防護装置 c)は，常に作動するとは限らない。 
可視光，可燃性ガス及び火炎が発生する可

能性がある。爆発する危険性がある雰囲気

中では爆発を引き起こす可能性がある。 
周辺部品又はガスが局所的に発火する可能

性がある。 

一時的な大電流 電気回路の欠陥 
製品外部からの要因（例えば，システム・

ネットワークの過電圧） 

防護装置 c)は，常に作動するとは限らない。 

注 a) 示した結果は，その現象が起こり得る可能性又は帰結の大きさを必ずしも示していない。 
注 b) これらの四つの現象のいずれかによって引き起こされた機械的変形及び構造的変化は，他の三つのうち，一

つ以上の他の現象を引き起こす可能性がある。 
注 c) 防護装置には，温度的，物理的，電気的又は電子的な防護装置を含む。 
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附属書 A 
（参考） 

確率論的火災リスクアセスメント 
 

（対応国際規格の附属書を不採用とした。） 
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